
 

同和更生資金貸付金の債権管理                                       担当課：福祉部 地域福祉推進室地域福祉課 

事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 
１ 貸付金制度 
(1) 昭和39年から府域内の同和地区世帯に１世帯当たり30万円以内で関係市町

（20市町）が貸付けている。市町で基金を設置し、２／３以内の額を府が貸
し付け、市町は残りの１／３を出資している。 

(2) 本事業は平成５年度で終了、平成６年度には新規貸付を停止している。 
 

２ 債権回収状況 
(1) 平成25年３月末の未回収残高は373百万円（府分。以下同じ） 

(2) 平成24年度の償還額は2.1百万円にとどまる。 
   （平成22年度1.2百万円、平成23年度0.9百万円） 
(3) 今後の債権放棄額は、現在精査中である。 
(4) 大阪府新公会計制度では、未回収額ほぼ全額について貸倒引当金を計上済

である。 
 

３ 債権管理の体制 
府は各市町に対し、毎年度「同和更生資金貸付業務成績書報告書」等の提出

を求め、債権管理の状況を把握し、打合わせ等も行っている。府は現在も２名
体制（他業務と兼務）で管理している。 

 

４ 債権放棄に向けた取組状況 
(1) 「大阪府債権の回収及び整理に関する条例」（長期滞納債権の整理方針や私

債権の債権放棄に向けた実務的な手続を示したもの。以下「条例」という。）
が平成22年度に施行された。 

(2) 市町向け貸付のため直接条例の適用はないが、同条例に準じて整理する必
要がある。 

(3) 「大阪府同和更生資金貸付金の償還に関する覚書」を市町と締結した上で、
市町で債権放棄を実施し、そのうち覚書の償還免除基準に該当するものにつ
いては、府の債権を放棄する方針である。 

(4) 平成25年３月末残高の状況は以下のとおりである。  
（百万円） 

平成25年３月末残高 
平成25年９月議会に提
案予定（５市町＊） 

残り15市町 

市町債権 558 99 459 

 うち府債権 373 67 306 

＊ 堺市、八尾市、貝塚市、茨木市、能勢町 
 

 
今回、５市町については、平成25年９月定例府議会

に債権の一部放棄に係る議案を提出する予定である
が、まだ、債権整理中の市町が15市町残っている。 
 

 
引き続き回収の見込みがある債権について回収

を進める必要があるが、回収の見込みが立たない債
権については、債権放棄等の処理を計画的に進める
必要がある。 

事務事業を所管する福祉部の見解 

 
平成25年９月議会に債権放棄を提案する５市町以外の残り15市町の債権放棄に向けて、各市町の債権整理

の条件が整い次第手続を進めてまいりたい。 



 

 

委員意見 

  
回収の見込みがある債権については引き続き回収を進めるとともに、回収の見込みが立たない債権については、早期かつ計画的に条例に準じた債権放棄の処理を検討されたい。現在債権放

棄に向け整理中の15市町と、府議会への提案に向けた協議を進められたい。 
 

措置の内容 

 
貸付金の債権管理を行っていた20市町のうち５市町については、平成25年９月議会において債権の一部放棄が可決された。また、残り15市町については、個別にヒアリングを実施し、債権

整理の処理状況等の確認を行い、平成26年４月末までに「大阪府同和更生資金貸付金の償還に関する覚書」を府と締結した。 
また、平成26年７月から８月にかけて、引き続き債権回収に努めるとした１市を除く14市町について、再度個別にヒアリングを実施し、債権整理の処理状況等の確認を行い、債権放棄等の

額を定め残債権について今後の償還計画を府に提出し、平成26年９月議会において、債権の一部放棄が可決された。 

また、残る１市については、平成26年８月に提出があった債権見込に関する報告書に添付された償還計画に沿って、債権回収に努めているところである。 
 
（償還状況） 

区    分 残る10市町 うち当該市 

26年度償還額 682,000円 11,000円 

27年度償還額 791,000円 11,000円 

28年度償還見込額 349,080円 25,000円 
 



 

社会福祉法人等に対する指導監査                                     担当課：福祉部 地域福祉推進室指導監査課 
事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 
１ 社会福祉法人等への指導監査の実施状況 
(1) 社会福祉法人及びこれらが経営する社会福祉施設に対して、社会福

祉法に基づき、指導・監査グループによる指導監査を実施している。 
ア 監査対象：「法人運営」「法人会計」「施設会計」「職員処遇」「利用

者支援」の５部門である。 
イ  実施体制：法人のみの監査の場合は２名、法人・施設を同時に行

う監査では４～５名で実施している。 
ウ 実施時期：７～２月の期間に原則週３日実施している。４～６月

は研修等、週の残り２日は事前準備と報告書作成など
を行っている。 

エ 実施頻度：国の社会福祉法人指導監査要綱では、原則２年に１回
の監査が必要とされている。（ただし、外部監査あり等
の法人は４年に１回でも可）。 

(2) 府の職員数、所管法人・施設数、指導監査実施数の推移 

年度 
職員数 

（グループ
長以下） 

非常勤 
（うち公認
会計士） 

府所管法人 府所管施設 

法人数 
指導監査 
実 施 数 施設数 

指導監査 
実 施 数 

H23 15 
21 

（19） 739 263 738 223 

H24 11 
21 

（19） 617 180 612 199 

H25 ９ 
20 

（18） 161 
35 

（予定） 431 
100 

（予定） 

＊ 社会福祉法人の指導監査権限は、平成22年度から大阪版地方分権改革に
より市町村へ順次移譲。（複数市町村にまたがる法人や施設は引き続き
府所管） 
 

(3) 改善報告：法人への指導監査結果の通知後、１か月を目途に指導監
査改善報告書を受領している。 

(4) 指導監査結果の公表 
ア 指導監査の実施状況及び検出された主な課題について、各法人に
説明し、府ホームページ上で公表している。 

イ 平成24年度からは、文書指摘件数を５部門ごとに集計し、内容ご
とに分類・分析している。平成24年度の文書指摘件数は、法人運営
397件、本部会計（法人会計）210件、職員処遇399件、利用者支援（利
用者支援、食事提供）366件である。 

ウ 個々の法人ごとの指導監査結果の公表は、行っていない。 
 

 
１ 国の社会福祉法人指導監査要綱では、原則２年に
１回（ただし、外部監査あり等の法人は４年に１回
でも可）の指導監査が求められているが、府は概ね
４年に１回しか実施できていない。  

 
２ 現在は、全ての法人から指導監査改善報告書を入
手しているものの、「改善方針（予定）」のみの報告
となった場合には、後日、再報告を求めるなどの事

後的フォローが行われていないケースがある。 
 
３ 指導監査結果の公表について改善すべき点があっ
た。 
(1) 個々の法人ごとの指導監査結果について、公表

されていない。 
(2) 府ホームページにおける指導監査結果の公表を

平成23年度以降、更新していなかった。 

 
１ 現状の指導監査の実施頻度は規定違反の状態であ

り、解消するための工夫を行う必要がある。 
 指導監査の実施頻度不足を補い、法人等における
不正等の問題事案(不適切な経費支出、着服横領、理
事会・評議員会の未開催など)を早期に発見し、利用
者への適切なサービス提供を促すには、指導監査の
実効性をより高める必要がある。 

 

２ 指摘を受けた法人等による改善措置が確実に実行
されたかどうかの確認が不十分である。次回監査時
に確認しているが、これでは早期の改善措置につな
がらない。 

 
３ 法人名称を明らかにした指導監査結果が公表され

ていないため、府民への十分な情報提供が行われて
おらず、また、問題ある法人等に改善を促すことが
不十分である。 

対象受検部局（機関）の見解 

 
１ 府が行う社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監査は、従前は、実地指導監査に加え、書面監査や集

合監査を実施し、国の社会福祉指導監査要綱どおり２年に１回の指導監査を実施してきたが、書面監査や集合
監査では表面的な監査に留まり、また、利用者への支援が適正に行われているかの確認ができないため、平成
20年度より実効性のある監査とするため、指導監査の手法を実地指導監査のみに変更し、適正な法人運営及び
施設運営が図られるよう指導を行ってきたところである。なお、不正事案が確認された場合は、改善が図られ
るまで継続的な指導を行っている。 

  なお、社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監査の実施頻度については、監査体制の見直しを行うな
ど、指導監査の質を落とさずに実施頻度を上げるよう努める。 

２ 指摘を受けた法人等による改善措置が実行されているかの確認については、次回指導監査において改善状況
の確認を行っており、概ね改善されている状況であるが、今後、改善方針（予定）を記載している場合につい
ては、より実効性を担保するため再報告を求める事について検討を行う。 

３ 指導監査の結果の公表について、各法人に対しては説明を行っているが、ホームページに掲載が遅れたこと
は事実である。今後はこのようなことがないよう適正な事務処理を行う。 

 なお、個々の法人ごとの指導監査結果の公表については、府民への積極的な情報提供といった効果はあるが、
法人に対して制裁的な意味合いや、利用者への影響を考慮する必要があるので、国や他府県の動向を見ながら、
また、第三者機関の意見も聞き、公表の仕方等について検討を行う。 



 

 

委員意見 

 
１ 社会福祉法人等への指導監査の回数不足を解消するため、例えば、 
(1) 監査対象の５部門を全ての法人で一律に監査するのではなく、各法人のリスクに応じて強弱をつける。 
(2) 現状週３回の往査頻度を増やすなど、監査実施回数確保の工夫を検討されたい。 

 
２ 社会福祉法人等への指導監査の実効性を高めるため、現状の人員体制においても、例えば、指定居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者に対する指導等と合同で指導監査を実
施するよう、協力体制の整備を検討されたい。 

 
３  法人等からの指導監査改善報告書で「改善方針（予定）」のみの報告となった場合には、後日に再報告を求めるなど、実際に改善措置が実行されたかどうかの把握を早期に行われたい。 
 

４  指導監査結果の公表については、権限移譲した市町村とも協議の上、利用者保護の観点から、個々の法人の指導監査結果の公表も含めて最も効果的な方法を検討し、早期に実施されたい。 
 

措置の内容 

 
１ 指導監査の実施頻度について、平成26年度から、週のうち火曜日、水曜日、木曜日及び金曜日の４回を指導監査日にして、実施回数を平成25年度の96回から、平成26年度は134回に増や
した。また、平成27年度には社会福祉法改正に伴う事務量増が監査実施回数に影響が出ないようにグループ員を１名増員し、平成26年度と同程度の139回実施するなど、監査体制の見直し
を行い、指導監査の質を落とさずに実施頻度を上げるように努めた。 

  
２ 改善報告書に改善方針（予定）を記載している場合については、より実効性を担保するため、平成28年度から、指導監査結果通知後、２か月後までに改善報告を求めるとともに、未改善
事項があり、改善時期や改善のための方策等を確認しても示さない場合は、継続して指導監査を実施している。 

 
３ 指導監査結果の公表については、施設種別ごとに、文書指摘事項の主な事例を府ホームページで公表した。 

なお、平成28年３月31日に成立した改正社会福祉法に基づいて、社会福祉法人に対する指導監査要綱の見直しが行われる予定であり、政省令や改正された指導監査要綱の項目に照らして、
公表内容等を検討していく。 
 



 

国際医療交流の拠点づくり促進補助事業                                担当課：住宅まちづくり部タウン推進局誘致整備課 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 
１ 事業の概要 

地域活性化総合特区に指定されたりんくうタウン・泉佐野市域において、「国際医療拠点」
となる施設建設が予定されている。 
 ＜平成25年度当初予算要求時における施設の概要（案）＞ 

敷地（延床）面積 約8,500平方メートル（40,000平方メートル） 

建物規模 10階建て 

総事業費 約120億円 

事業主体 特定のクリニックを中心としたSPC（特定目的会社） 

事業概要 
建設する施設の機能としては、＜高度がん医療機能＞、 
＜健康づくり機能＞、＜メディカルホテル機能＞及び 
＜国際交流・観光機能＞の４つを想定 

２ 補助事業の考え方 
（1）府は、事業者のイニシャルコストの軽減を図るべく、施設の建設費の10%相当額（上限10
億円）を補助する。 

（2）特区の実現を牽
けん

引する本事業の実施により、特区全体としての効果を以下のとおり試算し
ている（国に提出した「経済波及効果等調」より抜粋）。 
・経済波及効果：約542億円  ・雇用創出効果：約5,400人 

（3）地域活性化総合特別区域計画書における数値目標 
 ・外国医師臨床修練等受入数（新規）→累計約100件（平成27年度末） 
 ・がん患者診療数→累計約32,000件（平成27年度末） 

（4）24年度当初予算（10億円）として予算化されたが、事業進捗の遅れから25年度当初予算に
再計上した（25年度当初予算は２億円、残り８億円を債務負担行為とした）。 

 

３ 事業の流れ（部局の想定） 

◆SPC設立　 　

◆補助要綱の 策定（府）

◆事業計画の 策定

◆土地の 分譲

◆補助金の 交付決定（府）

 ◆実施設計着手

　 ◆建築基準法等建築に 係る 協議開始

◆工事着手

◆
　 　 病院を 建設する 場合 補助金の 交付（府）
　 ◆特定病床設置計画書の 提出
　 ◆病院開設許可申請書の 提出

 

 
１ 予算措置がなされているにもかかわらず、現

時点において事業主体（ＳＰＣ）が構成され
ておらず、事業計画も策定されていない。 

 
２ 補助金を交付できるのは、地方自治法上、公

益上必要がある場合が前提（※）となるが、
現段階では、補助金交付要綱も制定されてお
らず、補助対象となる具体的な経費内容が定

まっていない。 
 
３ 今後策定される事業計画が、試算されている

経済波及効果等にどう結びつくのかを審査す
る体制及び手法が決まっていない。 

 
１ 補助金の交付に向けて、公益上の必要
性の観点から、補助対象となる経費をよ
り明確にするとともに、事業計画の信頼
性を適切に担保することが課題である。 

   
２ 現在、ＳＰＣの設立など具体的なスケ
ジュールが見通せない状況にあるが、交
付決定までの間に本事業に対する補助

金の交付について公益上の必要性があ
ることを、府として適切に審査していく
とともに、事業実施後においても着実に
所期の事業目的が達成されているかを
適宜フォローしていく必要がある。 

 
（委員意見） 
補助金交付決定に当たっては、今後明ら

かになる予定の事業計画について、特区を
牽
けん

引するに相応しい施設であるかどうか、
事業の実現可能性や継続性が十分かなど
について、独立した外部の有識者の意見を

聴くなど、幅広い専門的見地から公益上の
必要性について審査を行われたい。また、
補助金交付後においても、所期の事業効果
が発揮されているかについて、適宜事業評
価を行われたい。 

※地方自治法第232条の２ 
普通地方公共団体は、その公益上必要があ

る場合においては、寄附又は補助をすること
ができる。 



 

監査（検査）実施年月日（委員：平成 25 年８月 23 日、事務局：平成 25 年７月１日から同月 11 日まで） 

措置の内容 

 

補助金の交付決定に当たっては、当該施設が本特区の目的実現を牽
けん

引する施設となるよう、医療・法務・事業経営の専門家からのアドバイスを基に定めた交付要綱に従い審査を行った。 

要綱上、補助金交付後も10年間、事業の実施状況を確認していくこととしており、毎年、特区事業の実施状況及び事業効果における数値目標の達成状況等の評価を行っている。 

 


